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１．はじめに  

 近年，道路事業を対象に官民双方の技術者の多様な知識・豊富な経験の融合により，設計の品質向上及び効

率的な事業マネジメントを実施が可能となる事業促進 PPP の導入が進んできている． 

 事業促進 PPP 導入の更なる拡大には，実施された事業促進 PPP を対象にフォローアップ調査を行い，その

導入効果や実施上の課題を分析し，導入効果の公表・共有と課題への対応策の検討が必要となる． 

 本研究では，事業の進捗が工事段階に入っている東北地方整備局の震災復興事業に導入されている事業促進

PPP を対象に調査を行い，その導入効果と実施上の課題を分析・整理した． 

２．事業促進 PPP の実施状況の調査 

 2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災の復興に向けた取り組みが各地で進められている． 

 東北地方整備局では，2011 年度第 3 次補正予算で新規事業化した復興道路・復興支援道路 18 事業 224kmは，

着工前の膨大な業務を短期間で実施する必要があることから，三陸沿岸道路を中心に 13 事業約 183km 区間を

10 工区に分割し，事業促進 PPP(Public Private Partnership)

を導入した． 

 事業促進 PPP とは，従来，官側の職員が実施していた

測量・設計・用地等の委託業務や地元説明会，関係機関協

議等の川上業務を，効率的かつ短期間で実施するために民

間の技術力を活用する手法であり，業務実施体制は図-1

のとおりとなっている． 

３．事業促進 PPP の導入効果の検証 

 東北地方整備局における事業促進 PPP について，既存の資料等から事業における効果について検証した． 

○事業期間（工程）短縮 

 事業化から工事着手まで通常の道路事業では早

くて 4 年程度要するが，事業促進 PPP を導入した

13 事業区間を含め全ての区間において約 1～2 年

程度で工事着手した（図-2）． 

 また，震災後に事業化（2011 年 11 月）された

復興道路・復興支援道路の 5 区間において，事業

着手後 2 年半で完成に向けた円滑な事業環境が整

ったことから，開通見通しを公表（2014 年 4 月 25

日）した． 

 通常，事業着手から開通まで 14 年程度必要であ

るが，今回は事業着手から 6～7 年で開通予定とな

った． 

 キーワード PPP，震災復興，官民連携  
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図-1 事業促進 PPP 業務実施体制

図-2 通常のプロセスと復興道路等のプロセスの比較
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○品質確保・向上 

 官民双方の技術者の多様な知識・豊富な経験の融合により，設計成果等の品質が向上した． 

○コスト縮減 

 事業促進 PPP では，多様な専門家から PPP チームが構成されていることから，各々の専門性の視点から課

題に対する対応策を検討する中で，コスト縮減を実現した． 

４．事業促進 PPP の特徴 

○事業の川上のマネジメントに初めて民間を活用 

 事業の川上から民間技術者を参画させ，従来よりもマネ

ジメント・情報共有等の高度化を図ることで，効率的な事

業執行を実現するための環境を整備した． 

○多様な知識・豊富な経験の融合により効率的に事業を推

進 

 多様な知識・豊富な経験を有する技術者による設計・用

地・施工等の視点からの事業執行上の課題・問題点等への

“気づき”に基づき，それぞれの専門分野の技術力を活か

した最適な対応策を提案した． 

○官民一体の専任チームが現地に常駐し地域を重視して

事業を実施 

 PPP チームは，現場に常駐・専任することで，従来より

も地域に密着した業務遂行が可能となり，よりきめ細かな

対応を図ることによって事業執行の最適化を実現した． 

５．事業促進 PPP における技術者の研鑽効果 

 事業の上流段階から発注者側に民間技術者（用地・設

計・施工等の専門家）が参画し，業務に関わることにより，

事業段階ごとの配慮事項や発注者等の考え方に対する理

解力向上など，民間技術者の技術力の研鑽効果があった． 

 また発注者においても，高度な専門性を有する民間技術

者との協働による気づきなど，発注者自身の事業推進力・

技術力の研鑽効果があった． 

６．事業促進 PPP を効果的に機能させた発注者の存在 

 発注者による民間技術者への発注者業務の指導・教育，

民間技術者に対する監督・マネジメント，懸案事項に対す

る的確な判断により，事業促進 PPP を効果的に機能させる

ことができた． 

７．今後の予定  

 事業促進 PPP の導入効果等について更に幅広く検証し，

課題を整理したうえで，制度の改善等の検討を実施してい

く． 
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